
 
 
 

各問題の末尾の【参照】は、当協会が刊行している「船舶電気装備技術講座 2023 年

作成」の掲載場所を示しています。 

 
【電気装備技術基準編】 

問１．船舶設備規程で規定されている、以下の用語について解答欄に簡潔に説明を記載せよ。 

 ··········································································· (3 点×2=6点) 

 

(1) 用語「連続定格」 

（解答） 

 

「連続定格」とは、管海官庁の指定する条件のもとに連続使用しても船舶設備規程に規定する温度上 

昇限度その他の制限を超過することのない電気機械及び電気器具の定格をいう。                                                

 

 

【2船舶設備規程  2.2 用語の説明 2.2.3 連続定格及び時間定格（13頁）参照】 

 

(2) 用語「絶縁抵抗」 

（解答） 

 

「絶縁抵抗」とは、電気機械及び電気器具の充電部と大地間又は充電部相互間の絶縁を、通常の 

使用状態の温度において直流 500 ﾎﾞﾙﾄ絶縁抵抗計で測定した抵抗をいう。      

   

  
【2船舶設備規程  2.2 用語の説明 2.2.4 絶縁抵抗及び絶縁耐力（16頁）参照】 
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問２．次の文章は、NK規則で、交流発電機及び並列運転を行う交流発電機について述べたものである。

文中の        の中に用語欄の中から最も適切な語句を選び記入せよ。(0.5点×8＝4点) 

 

（解答） 

(1) 自励複巻式発電機を除き、各交流発電機には、  自動電圧調整器   を備えなければなら

ない。 

(2) 交流発電機の整定総合電圧変動特性は、無負荷から全負荷までのすべての負荷において、定

格力率のもとで、定格電圧の     ± 2.5     %以内でなければならない。 

ただし、非常発電機の場合には、    ± 3.5     %以内とすることができる。 

(3) 交流発電機の過渡電圧変動特性は、発電機が定格電圧及び定格速度で運転中に、指定限度内

の電流及び力率の平衡負荷を急激に発電機に投入又は遮断した場合、定格電圧の 

    85   % 以上   120   % 以下でなければならない。また、その際、発電機電圧は1.5

秒以内に定格電圧の±3%以内に復帰しなければならない。ただし、非常発電機の場合には5秒

以内に定格電圧の±4%以内の復帰とすることができる。 

(4) 交流発電機を並列運転する場合、各機の有効電力の不平衡は、各機の定格出力の総和の20%

と100%の間のすべての負荷において、各機の定格出力による比例配分の負荷と各機の出力との

差がそれぞれ   最 大 機    の定格有効電力の 15% 又は各機の     25     % を

超えることなく、安定運転できるものでなければならない。 

(5) 交流発電機を並列運転する場合、各機の無効電力の不平衡は、最大機の定格無効電力の  

 10    %又は最小機の25%を超えることなく（いずれか小さい方の値以下とする）運転でき

るものでなければならない。 

 

用語欄： 

【1.5、2.5、±2.5、3.5、±3.5、4.5、10、20、25、85、90、110、120、最小機、最大機、手動電圧調整器、 

自動電圧調整器 】 

 

【2 船舶設備規程 2.4.2 発電機及び電動機 NK鋼船規則 H編 2.4.14 交流発電機（53頁）参照】 

 

 

 

 

 

  



問３．「航海用具の基準を定める告示」で定められている船灯の色、水平射光範囲及び光達距離につい

て、適切な語句及び数値を表中の        に記入せよ。 ········ (0.5点×20＝10点) 

 

（解答）問題文の      に記載する。 

 

船灯の種類 色 水平射光範囲 光達距離 

第１種マスト灯 

  白     225   度 

 6  海里 

第２種マスト灯 5海里 

第３種マスト灯   3  海里 

第１種舷灯 左舷灯  紅  

 

右舷灯  緑  

  112.5  度 

 3  海里 

第２種舷灯 2海里 

第１種両色灯 

左舷側  紅  

 

右舷側  緑  

左右各舷 

 112.5   度 
2海里 

第１種船尾灯 

  白     135    度 

3海里 

第２種船尾灯 2海里 

第１種三色灯 

左舷側   紅  

 

右舷側   緑  

 

後 部  白  

左右各舷 

  112.5   度 

後 部 

   135    度 

 

2 海里 

第１種白灯 

  白       360   度 

3海里 

第２種白灯   2  海里 

操船信号灯   白     360   度   5  海里 

【航海用具の基準を定める告示 第 2条（船灯等）第1号表（170頁）、及び（解説） 

（172,173頁）参照】 

 

 

  



問４．次の文章は、船舶自動化設備特殊規則で規定される装置について述べたものである。 

文中の         に、用語欄の中から最も適切な語句を選び記入せよ。 ··· (0.5点×12=6点) 

 

（解答） 

(1)（自動記録装置） 

主機の運転状態を  自 動 的  に記録する装置は、当該主機の 潤 滑 油 圧力、冷却水

温度その他の  運  転  状態を確認するために必要な情報が記録できるものでなければ

ならない。 

 

(2)（機関集中監視装置） 

船橋に施設される機関集中監視装置は、  主  機  、発電機（非常電源の用に供するも

のを除く。以下同じ。）を駆動する補助機関、ボイラ（船舶機関規則（昭和59年運輸省令第

28 号）第 42 条のボイラに限る。）及びその他の機関で船舶の  推  進  に直接関係の

あるものの潤滑油圧力、冷却水温度その他の  状  態  を監視するために必要な情報を

見やすい方法により表示できるものでなければならない。 

 

(3)（機関集中制御装置） 

船橋に施設される機関集中制御装置は、主機、発電機を駆動する補助機関及びボイラ（船舶

機関規則第 42 条のボイラ又は内燃機関の高温ガスにより蒸気を発生させるボイラに限る｡）

並びにこれらの機関を作動させるために必要な  機  関  を  有  効  に制御で

きるものでなければならない。 

 

(4)（主機遠隔制御及び操舵装置） 

船橋の ウ イ ン グ で使用される主機 遠 隔 制 御 及び操舵装置は、舵 角 指示器

を備え付けているものでなければならない。 

ただし、舵角指示器が 見 や す い 場所に備え付けられている場合にあっては、この限り

でない。 
 

用語欄：  

【見やすい、無人化、ウイング、定期的、潤滑油、空気、運転、停止、通信、舵取機、 運航、状態、機関、

機械、発電機、主機、有効、効率的、推進、上部、内部、遠隔制御、機側操作、舵角、回転、自動的、使

いやすい】 

 
【3機関自動化設備特殊規則 (202 頁)参照】  



【電気計算編】 

【注意】 電気計算編の数値（解答）は、小数点第２位を四捨五入し小数点第１位まで記載する

こと。  
 

問１． 用語（１）及び（２）について以下の示す①～③の各設問に答えよ。 ······· (1 点×6=6点) 

 

（解答） 

（１）用語：電力量 

 
① 電力量の定義を解答欄に簡単に記述せよ。 

 

（解答） 

  電力量𝑷𝒕とは、電力𝑷〔W〕が、ある時間内に行う仕事の量をいう。   
 
② 電力量 𝑃௧〔kWh〕を求める計算式の      に適切な語句を記入し計算式を完成させよ。 

電力量𝑃௧  =  電 力（𝐏）   ×  時 間 （𝐭）    
 
③ 計算式を使用して4.5〔kW〕の電熱器を6時間 15分使用したときの電力量 𝑃௧ 〔kWh〕を

求めよ。 

（解答） 

  電力量𝐏𝐭 〔𝐤𝐖𝐡〕 = 電力𝐏 〔𝐤𝐖〕 × 時間 𝐭 〔𝐡〕 = 𝟒. 𝟓 × ቀ𝟔 + 𝟏𝟓𝟔𝟎ቁ＝𝟐𝟖. 𝟏𝟐𝟓 ≒ 𝟐𝟖. 𝟏   〔𝐤𝐖𝐡〕 
 

【1.電気理論 1.1 電流・電圧・抵抗 1.1.4 電力量（2 頁）参照】 
 

（２）用語：ジュール熱 

 
① ジュール熱の定義を解答欄に簡単に記述せよ。 

（解答） 

定義：電気抵抗 R〔Ω〕の物体に、電流 I〔A〕を流せば、そこに熱量 H が発生する。              

この発生する熱量 H をジュール熱といい、単位はジュール〔J〕を使う。        
 
② 発生熱量を H〔J〕、電流をＩ[Ａ]、抵抗を R [Ω]、時間を t[s]としたとき。 

ジュールの法則の関係式の      に適切な語句を記入し関係式を完成させよ。 

発生熱量（H）＝  電流（I） ２×  抵抗（R）  ×   時間（t）  

 

 

 



③  関係式を使用して 1,000〔W〕の電熱器を 10 時間使った時の熱量 H を求めよ。 
ただし、1〔Wh〕＝ 3.6×103〔J〕とする。 

（解答） 

発生熱量(𝐇) = 𝐏 × 𝐭𝐏 × 𝐭 = 𝟏, 𝟎𝟎𝟎 〔𝐖〕 × 𝟑. 𝟔 × 𝟏𝟎𝟑 〔𝐉〕  × 𝟏𝟎 〔𝐡〕  = 𝟑. 𝟔 × 𝟏𝟎𝟕   [J] 
 
【1.電気理論 1.1 電流・電圧・抵抗 1.1.5 ジュールの法則とジュール熱（3頁）参照】 

 

 

問２. 定格容量（皮相電力）S が 525 [kVA]、定格電圧 V が 450 [V]の三相交流発電機について以下に

示す設問に答えよ。 (2 点×5=10点) 

なお、√3＝1.73 を使用して計算せよ。 

（１） 発電機の定格電流 I [A]を求める計算式の     に適切な語句を記入し計算式を完成させ計

算式に従い定格電流を算出せよ。 

(解答) 

定格容量（S）〔kVA〕＝  √𝟑  ×   定格電圧、V 又は 450 ×定格電流（I）× 10-3 より 
定格電流（I）〔A〕＝   

 𝐒又は𝟓𝟐𝟓  ×𝟏𝟎𝟑 √𝟑×𝐕   
定格電流（I）  ＝      674.4     〔A〕 

 

【4.3 発電機械 4.3.2 交流発電機 (2) 三相交流発電機 (c) kVA表示容量（66頁）参照】 

 

（２） 発電機に接続された船内負荷合計電力が 280[kW]、負荷電流は 438[A]であった。 
発電機の負荷力率[％]を求める計算式の     に適切な語句を記入し、計算式を完成

させ計算式に従い負荷力[％]を算出せよ。 

 (解答) 

発電機出力（P）〔kW〕＝  √𝟑  ×  定格電圧、V 又は 450 ×I × c𝑜𝑠𝜃 × 10ିଷ〔kW〕より 

 

負荷力率 𝑐𝑜𝑠𝜃[％] ＝   
 𝐏又は𝟐𝟖𝟎  ×ଵ଴య √ଷ×௏×ூ × 100 [％] 

負荷力率     ＝   82.1        [％]  
 

【4.3 発電機械 4.3.2 交流発電機 (2) 三相交流発電機 (a) 出力（65頁）参照】 

  



（３） 定格出力（定格力率）で運転中の発電機を急に無負荷にしたとき電圧が一時的に 487 [V]となった。 
この時の電圧変動率ε[％]を求める計算式の     に適切な語句を記入し計算式を

完成させ計算式に従い電圧変動率ε[％]を算出せよ。 V０ : 定格出力から無負荷になったときの電圧を示す。 𝑉௡：定格電圧（定格負荷時の電圧）を示す。  
（解答） 
電圧変動率ε[％]＝    

  𝐕𝟎又は𝟒𝟖𝟕   ି 𝐕
ｎ
   𝐕

ｎ
 

× 𝟏𝟎𝟎 
電圧変動率ε  ＝      8.2    [％]  

 

【4.3 発電機械 4.3.2 交流発電機 (2) 三相交流発電機 (f) 電圧変動率（66頁）参照】 

 

 

（４）発電機に定格負荷がかかっているときの原動機出力 PE [kW] を求める計算式の 
      に適切な語句を記入し計算式を完成させ、計算式に従い原動機出力 PE[kW]
を算出せよ。 
発電機は定格力率（cosθ）80 [％]で運転し、発電機の効率（η）は 93.6 [%]とする。 

 

(解答) 

原動機出力 PE [kW]＝   ୔   ஗   =   √𝟑  × 𝐕×  𝐈又は𝟔𝟕𝟒.𝟒  × 𝐜𝐨𝐬𝛉×𝟏𝟎ష𝟑  𝛈    
原動機出力 PE   ＝   448.7    [kW]  

 

【4.3 発電機械 4.3.2 交流発電機 (2) 三相交流発電機 (b) 原動機の出力（66頁）参照】 

 

（５） この発電機のパーセントインピーダンス（百分率インピーダンス）%Z は 12〔%〕

であった。 
この発電機が供給する発電機端子部での最大短絡電流（IS）を求める計算式の      
に適切な語句を記入し計算式を完成させ、計算式に従い最大短絡電流 （IS）[A]を算

出せよ。  
(解答) 
最大短絡電流（IS）[A] ＝    定格電流、𝐈、又は𝟔𝟕𝟒.𝟒   %𝐙  × 𝟏𝟎𝟎  
最大短絡電流（IS）  ＝     5620.0   [A]   

【3.5.2 配電回路の短絡電流計算法の一方法（パーセントインピーダンス法） 
(1) 予備知識 (c) %インピーダンスの意味と短絡電流計算法（52 頁）参照】 

 

 



問３．交流三相 3 線式回路の電圧降下計算について、以下に示す設問に答えよ。(3 点×3=9 点) 

【計算の条件】 
・船内の交流三相 3 線式回路の定格電圧は 440〔V〕 
・配線長さ（L）は 90〔m〕 
・使用ケーブルは断面積が 95〔mm2〕の 3 心 EP ゴム絶縁ケーブル（導体最高許容温度 90〔℃〕） 
なお、計算には√3 =1.73、負荷力率は 85〔%〕（𝑐𝑜𝑠𝜃＝0.85、𝑠𝑖𝑛𝜃 = 0.527）を使用すること。 
 
(１) ケーブルの許容電流 205〔A〕を全負荷電流として通電した時のケーブル電圧降下 e[V]を

求めよ。 
計算式と合わせて記述せよ。計算は基本式を使用する。 
 なお、周囲温度は 45〔℃〕、R90 = 0.250〔Ω/km〕、X90=0.0905〔Ω/km〕とする。 

（解答）   𝐞 = √𝟑𝐈(𝐑𝐜𝐨𝐬𝛉 + 𝐗𝐬𝐢𝐧𝛉) ×  𝐋  〔𝐕〕 
＝𝟏. 𝟕𝟑 × 𝟐𝟎𝟓 × （𝟎. 𝟐𝟓 × 𝟎. 𝟖𝟓 + 𝟎. 𝟎𝟗𝟎𝟓 × 𝟎. 𝟓𝟐𝟕）× 𝟗𝟎 × 𝟏𝟎ି𝟑 ≒ 𝟖. 𝟑𝟎〔V〕 

 
e＝8.3［V］ 

 
（２）（１）と同じ条件で実用式を使用してケーブルの電圧降下 e[V]を求めよ。 

計算式と合わせて記述せよ。 

なお、周囲温度は 45〔℃〕、R20 = 0.195〔Ω/km〕、k１=1.28、δ=1.04 とする。 

（解答）  𝐞 = √𝟑 × 𝐑𝟐𝟎 × 𝐤𝟏 × 𝐋 × 𝐈 × 𝛅   〔𝐕〕 
= 𝟏. 𝟕𝟑 × 𝟎. 𝟏𝟗𝟓 × 𝟏. 𝟐𝟖 × 𝟗𝟎 × 𝟏𝟎ି𝟑 × 𝟐𝟎𝟓 × 𝟏. 𝟎𝟒 ≒ 𝟖. 𝟐𝟖 ≑ 𝟖. 𝟑   〔𝐕〕 

 
e＝8.3［V］ 

 
（３）（２）と同じ条件でケーブルに 153〔A〕を通電した時のケーブル電圧降下 e[V]を求めよ。 

計算式と合わせて記述せよ。計算は実用式を使用する。 
なお、周囲温度は 45〔℃〕、R20 = 0.195〔Ω/km〕とする。 
また、k1は下表より適切な係数を選択して使用せよ。 
 𝑘ଵ:絶縁導体最高許容温度における温度係数 

導体最高許容温度〔℃〕 係数 
70 1.20 
75 1.22 
90 1.28 
95 1.30 

 
 
 



（解答） 

まず𝒌𝟏を求める。全負荷電流が 205〔A〕のときのケーブル温度上昇は、𝟗𝟎 − 𝟒𝟓 = 𝟒𝟓〔℃〕である。 

    負荷電流𝟏𝟓𝟑〔𝐀〕のときのケーブル温度上昇を 
𝟏𝟓𝟑𝟐𝟐𝟎𝟓𝟐 × 𝟒𝟓 ≒ 𝟎. 𝟓𝟓𝟕𝟎 × 𝟒𝟓 ≒ 𝟐𝟓 〔℃〕と仮定すれば 

到達温度は、𝟐𝟓 + 𝟒𝟓 = 𝟕𝟎 〔℃〕 となり表より𝒌𝟏 = 𝟏. 𝟐𝟎（導体温度𝟕𝟎℃における温度係数）を選択する。 

𝒆 = √𝟑 × 𝑹𝟐𝟎 × 𝒌𝟏 × 𝑳 × 𝑰 × 𝜹 = 𝟏. 𝟕𝟑 × 𝟎. 𝟏𝟗𝟓 × 𝟏. 𝟐𝟎 × 𝟗𝟎 × 𝟏𝟎ି𝟑 × 𝟏𝟓𝟑 × 𝟏. 𝟎𝟒 ≒ 𝟓. 𝟕𝟗  〔𝐕〕 
 

e＝５．８［V］ 
 

【3.2.4 交流三相 3 線式単一負荷の電圧降下、 3.2.5 𝑘ଵと𝛿について、〔例題〕２．（42～44 頁）参照】 
 
問 4．補機用電動機について以下に示す設問に答えよ。 ····································  (0.5 点×6=3 点) 

全揚程 19〔m〕、吐出量 45〔m3／h〕の冷却水ポンプの補機用電動機について以下に示す設問

に答えよ。 

【計算の条件】 
・ポンプの効率（ηp）は 80〔％〕 
・液体の密度（ρ）は 1 

（解答） 

（１）冷却水ポンプの軸動力を求める計算式の      に適切な語句を記入し計算式を完成

させ、計算式に従いポンプの軸動力[kW]を算出せよ。 
水動力 ＝ 9.8 × ொ×ு଺଴ × 𝜌  であるから 

ポンプ軸動力＝  𝟗. 𝟖 × 𝐐×𝐇𝟔𝟎× 𝛈
ｐ 

 
× 𝛒  〔kW〕  

      ＝    2.9      〔kW〕 

（２）電動機の余裕係数を1.2とし、電動機の出力を求める計算式の      に適切な語

句を記入し計算式を完成させ、下表から適切な電動機定格出力を選定し解答欄に記入

せよ。 

電動機の定格出力表（単

位:kW） 
2.2， 3.7， 5.5， 7.5，10.0 

（解答） 

電動機の定格出力≧ ポンプ軸動力 × 1.2 ＝ 2.9  x  1.2 ≒ 3.48 〔kW〕 

冷却水ポンプ用電動機の定格出力：  3.７ 〔kW〕 

【6.5.1 補機用電動機 (5) 電動ポンプ（91 頁）参照】 



【電気艤装設計編】 
問1. 次の文章は、電気部主要目表について述べたものである。文中の        の中に用語欄

の中から最も適切な語句を選び記入せよ。 

なお、用語は複数回使用は差し支えない。 ························· (0.5点×10＝5点) 

（解答） 

主要目表は、以下の各項目について、 簡単 に記述したものである。 

(1)一般 

(2)電源装置  

  主・補助・ 非常 発電機、動力・照明用 変圧器 、非常・通信用 蓄電池 、主・非常 

配電盤 などの要目、数量について箇条書き程度に記述する。 

(3)動力装置（加熱器を含む） 

(4)照明装置 

  一般、非常又は 予備 照明の形式を記述する。また、 航海 灯及び信号灯も記述する。 

(5)船内通信・ 警報 ・計測装置 

(6)機関部 自動化 装置 

機関部の 自動化 の項目と概要について記述する。自動制御・遠隔制御を行う装置名を記

述するとともに主要制御盤及び監視盤についても記述しておく。また機関の無人化証明取得の

有無、主機遠隔操縦場所、機関制御室（又は監視室）の設置場所、についても記述する。 

用語欄： 

【蓄電池、詳細、簡単、警報、自動化、発電機、電動機、変圧器、電動機、電話、配電盤、用具、予備、

非常、緊急、航海、無人化】 

【1.2.1 主要目表 （６頁）参照】 

問２．船内電気設備の電力調査表を作成する目的を解答欄に簡単に記述せよ。 (2 点) 
 

（解答） 

 船舶の運航状態における需要電力を算定し、設備負荷に対して安全に電力を供給できる 

発電機の容量と台数を 選定することを目的とする。                                

 

【 2.2 電源装置 2.2.1 発電機 (2) 発電機の容量と台数（36頁）参照】 
 

 

 

 

 

 

 



問３．次の主電路系統図について以下の問に答えよ。 

ただし、3台の交流発電機の要目はすべて同じとする。また、交流発電機A、B、C及び船首スラ

スタ電動機の要目は下記の通りとする。 

    

 

 

 

 

 

 

 

【計算の条件】 

・発電機は3台並列運転で、船首スラスタを運転している条件 

・発電機の短絡電流は「パーセントインピーダンス方式」（𝐼௚௖ =  ூ೒  %௓  × 100 〔𝐴〕）で計算す

る。 

・短絡時の電動機短絡電流（電動機寄与分）は定格電流の3倍とし、いずれの場合もケーブ

ルによる短絡電流の減衰は考慮しない。 

なお、解答は小数点第１位を四捨五入し、整数で記載のこと。 ·················· (11点) 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主電路系統図 

発電機-A、-B、-C ：600   〔kVA〕 
定格電圧      ：AC 450〔V〕 
定格周波数     ：60    〔Hz〕 
定格電流    Ig ：780  〔A〕 
パーセントインピーダンス  %Z ：12 〔%〕 

船首スラスタ電動機 ：320    〔kW〕 

定格電圧   ：AC 440 〔V〕 
定格周波数  ：60     〔Hz〕 
定格電流 Im ：525    〔A〕 



(1) 発電機 1台が供給する短絡電流 𝐼௚௖ を計算式を示して求めよ。 ·················· (2 点) 

（解答） 𝐈𝐠𝐜 =  𝐈𝐠  %𝐙  × 𝟏𝟎𝟎 =  𝟕𝟖𝟎  𝟏𝟐  × 𝟏𝟎𝟎 = 𝟔，𝟓𝟎𝟎 〔𝐀〕 
 

(2) A点で短絡事故が発生した場合、気中遮断器ACB－Cを流れる短絡電流 𝐼ௌ஺ を計算式を示し

て求めよ。 ·································································· (2 点) 

（解答） 

発電機から供給される短絡電流        𝑰𝑮𝑺   =   𝟐 × 𝟔, 𝟓𝟎𝟎  =  𝟏𝟑, 𝟎𝟎𝟎 〔A〕 

    船首スラスタ電動機から供給される短絡電流  𝑰𝒎𝒔𝟏   =   𝟑 × 𝟓𝟐𝟓  =  𝟏, 𝟓𝟕𝟓  〔A〕 

    その他の電動機から供給される短絡電流 𝑰𝒎𝒔𝟐   = 𝟑 × (𝟕𝟐 + 𝟓𝟎 + 𝟏𝟎) = 𝟑 × 𝟏𝟑𝟐 = 𝟑𝟗𝟔〔A〕 

   従って、ACB-C を流れる短絡電流𝑰𝑺𝑨は 

           𝑰𝑺𝑨   =   𝑰𝑮𝑺 + 𝑰𝒎𝒔𝟏 + 𝑰𝒎𝒔𝟐   =  𝟏𝟑, 𝟎𝟎𝟎 + 𝟏, 𝟓𝟕𝟓 + 𝟑𝟗𝟔  =  𝟏𝟒, 𝟗𝟕𝟏 〔A〕 

(3) B 点で短絡した場合、配線用遮断器 MCCB-1 を流れる短絡電流 𝐼ௌ஻ を計算式を示して求めよ。

 ··················································································· (2 点) 

（解答） 

全発電機から供給される短絡電流    𝑰𝑮𝑺   =   𝟑 × 𝟔, 𝟓𝟎𝟎  =  𝟏𝟗, 𝟓𝟎𝟎 〔A〕 

その他の電動機から供給される短絡電流 𝑰𝒎𝒔𝟐   = 𝟑 × (𝟕𝟐 + 𝟓𝟎 + 𝟏𝟎) = 𝟑 × 𝟏𝟑𝟐 = 𝟑𝟗𝟔〔A〕 

従って、MCCB-1 を流れる短絡電流𝑰𝑺𝑩は   

 𝑰𝑺𝑩   =   𝑰𝑮𝑺 + 𝑰𝒎𝒔𝟐   =  𝟏𝟗, 𝟓𝟎𝟎 + 𝟑𝟗𝟔  =  𝟏𝟗, 𝟖𝟗𝟔〔A〕 

 

〔解説〕 

・主電路系統図においてA点で短絡した場合、ACB-C を流れる短絡電流は発電機-A、発電機-B と 

MCCB-1、及びMCCB-2系統の電動機から供給される。 

・B点で短絡した場合、MCCB-1 を流れる短絡電流は発電機-A、発電機-B、発電機-Cの全発電機と 

MCCB-2系統の電動機から供給される。 

【2.3.4 短絡電流 (1) IEC 方式（69頁）(F) 回路の短絡電流（82頁）参照】 

(4) 図中の①、②、③、④、⑤、⑥ 及び ⑦ に関して、次の問に答えよ。 

 

(a) 一般的なケースとして、発電機用 ACB（①）の長限時過電流保護(LTD)のための引外し装置

の電流設定値を計算式を示して求めよ。 ······································ (2 点) 

（解答） 

  ACB の引外し電流設定値① =  発電機の定格電流   ×   1.15  =  𝟕𝟖𝟎  ×  𝟏. 𝟏𝟓  ＝ 𝟖𝟗𝟕〔A〕 

【2.3.3 保護 (6) 発電機の保護 ① 長限時過電流保護：LTD（65頁）】 



(b) ケ－ブル②、③、④、⑤ 、⑥ 及び ⑦ に適切なケーブル公称断面積と本数を下表より選ん

で表の空欄に記入せよ。また、選定の基となる計算電流値を求め示すこと。 

 なお、ケーブル敷設時の作業性の観点から、120mm2 を上限の公称断面積とし、最小敷設本

数となるケーブルを選択して解答する。 ····························· (0.5点×6=3点) 

 

ケ－ブルの許容電流表（周囲温度45℃） 

（JIS C 3410船用電線 附属書 JA（参考）電線の許容電流） 

種類、公称断面積

〔mm2〕 
許容電流〔A〕 

種類、公称断面積

〔mm2〕 

許容電流

〔A〕 

TPYC－1.5 16 TPYC－35 110 

TPYC－2.5 21 TPYC－50 137 

TPYC－4 28 TPYC－70 169 

TPYC－6 36 TPYC－95 205 

TPYC－10 50 TPYC－120 237 

TPYC－16 67 TPYC－150 272 

TPYC－25 89 TPYC－185 311 

 
（解答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

〔解説〕 

②   発電機の ACBの設定値897〔A〕以上のケーブルを選びます。 

従って許容電流が237〔A〕のTPYC－120×4本を選定します。 

③  スラスタ電動機の定格電流は525〔A〕であるからケ－ブルの許容電流が525×1.1=578

〔A〕以上のケーブルを選びます。 

従ってケ－ブルの許容電流が205〔A〕の TPYC－95×3本又を選定します。 

電動機へ単独給電する場合のケ－ブルは、余裕度10〔%〕を考慮にいれて電動機の定格

電流の110〔%〕以上の許容電流をもったサイズとする必要があります。 

④  MCCB-2 に接続される予備を含む負荷電流合計 162A 以上の許容電流を持つケーブルを

選定します。従ってケ－ブルの許容電流169〔A〕の TPYC－70×1本を選定します。 

添削問題ではMCCB-2の設定電流値を選ぶことが前提でした。（要注意） 

⑤   今回の場合、MCCB-3 は短絡電流に対してのみ変圧器を保護します。ケーブルの保護及

対象ケーブル 
選定の基となる 

計算電流値［A］ 
種類 公称断面積 本数 

② 780x1.15=897 TPYC 120 4 

③ 525x1.1=577.5 TPYC 95 3 

④ 162 TPYC 70 1 

⑤ 79 TPYC 25 １ 

⑥ 300 TPYC 70 2 

⑦ 72x1.1=79.2 TPYC 25 1 



び変圧器の過電流保護は OCR で行うので、変圧器の定格電流 79A 以上の許容電流を持

つケーブルを選定します。従ってケ－ブルの許容電流が89〔A〕のTPYC－25×1本を選

定します。 

⑥   船外給電箱の定格電流300〔A〕以上のケ－ブルを選びます。 

従って許容電流が169〔A〕のTPYC－70×2本を選定します。 

          ⑦  負荷の電動機の定格電流は72Aであるからケーブルの許容電流が72×1.1=79.2〔A〕以

上のT P Y C−25×1本を選定します。 

 

【2.5 ケーブル及びコード 2.5.5 ケ－ブルサイズの決定法（118頁）参照】 

  

問４．次の文章は、船舶設備規程に規定される照明灯最終支回路について述べたものである。文中の 

      の中に、用語欄の中から最も適切な語句を選び記入せよ。 ········ (0.5点×10=5点) 

     なお、用語の複数回使用は差し支えない。 

 

船舶設備規程によれば、分電盤からの照明灯最終支回路に接続する電灯を 15 個以下に制限し

ている。ただし、船舶検査心得には次の追加規定がある。 

(a) 接続する電灯及び小型電気器具の合計  負 荷 電 流  が最終分岐電路の保護装置の定

格電流の   80    %を超えない場合にあっては、    15    箇を 超 え る   

ものとして差し支えない。この場合、使用するケーブルはJIS C 3410「船用電線」に適

合するものであること。 

(b) 次に掲げる要件をすべて満足する場合にあっては、(a)における「定格電流の    

80   %を   超 え な い   場合」を「定格電流を超えない場合」と読み替えて 

適用して差し支えない。 

(1)    居 住 区  以外で使用するものであること。 

(2) 負荷電流の特定されない電気機器(  レ セ プ タ ク ル  等)には接続しないもので

あること。 

(3) 保護装置の定格又は設定値は、接続される   電  灯   及び小型電気器具の 

   最  大   負荷電流を基に決定すること。 

 

  用語欄： 

【 50、80、100、超える、超えない、10、15、20、負荷電流、始動電流、最大、最小、機関室、居住区、 

事務区画、機械室、電灯、電動機、レセプタクル、蛍光灯 】 

 

【2.6.5 照明灯最終支回路（126、127頁）参照】  



【試験検査編】 

問１．次の文章は、海事関係法令の基礎となる船舶法の適用の範囲について述べたものである。文中

の       に、用語欄の中から適切な語句を選び記入せよ。なお、用語の複数回使用は差し支え

ない。なお、用語の複数回使用は差し支えない。 ························ (0.5点×10=5点) 

（解答） 

船舶法は、日本船舶の 特 権 及び  義 務  を規定したもので、日本船舶のうち、海上自

衛隊の使用する船舶及び  推 進 機 関  を持っていない浚渫
しゅんせつ

船
せん

を除くすべての船舶に適用に

なる。  

ただし、総トン数 20トン   未満の船舶及び端舟
たんしゅう

、その他“ろ”、“かい”のみで運転し、又

は主として“ろ”、“かい”、のみでもって運転する舟は、 遠 距 離  の航行に適せず、 

 国 際 航 海 に従事するものが、ほとんどないことから、登録制度に関する規定の適用がな

いが、総トン数   20 トン   未満の船舶であって、次の船舶以外の船舶は、 小 型 船 舶  と

して「小型船舶等の登録等に関する法律」により日本小型船舶 検査機構 にて登録される。 

(1)  漁船法第２条第１項の    漁 船    

(2) “ろ”、“かい” 又は主として “ろ”、“かい” をもって運転する舟、  係 留 船  その他国

土交通省令で定める船舶 

 

用語欄： 

【権利資格、義務、定義、係留船、居住設備、15 トン、20 トン、50 トン、遠距離、長時間、高速、 

国際航海、推進機関、小型船舶、ボート、特権、日本船舶、漁船、内航船、旅客船】 

 

【第 1編 1 船舶法 1.2船舶法の概要 1.2.1 船舶法の適用の範囲（1頁）参照】 

 

  



問２．次の船舶で、船舶安全法による検査対象船舶には○印を、検査対象船舶以外の船舶には×印を

（   ）内に記せ。 ··············································· (0.5点×10=5点) 

 

（解答） 

（ ○ ） ①  特殊船（例：潜水船、水陸両用船） 

（ × ） ②  海上自衛隊及び陸上自衛隊の使用する船舶 

（ ○ ） ③  旅客船 

（ × ） ④ 日本の海岸から 12 海里以内の海面でのみ従業する総トン数 19 トンの漁ろうにの

み従事する船舶 

（ ○ ） ⑤  総トン数35トンの漁船 

（ × ） ⑥  旅客定員が２人で、“ろ”のみをもって湖川のみを航行する小型の舟 

（ ○ ） ⑦  総トン数19トンの危険物ばら積船 

（ ○ ） ⑧  平水区域を航行区域とする旅客定員10名の遊覧船 

（ ○ ） ⑨  推進機関を有する他の船舶に押されるものであって、当該推進機関を有する船舶

と堅固に結合して一体となる構造を有するもの。 

（ ○ ） ⑩  海上保安庁巡視船 

 

【解説】船舶安全法による検査対象外の船舶は次のとおりである。 

（１）６人を超える人の運送の用に供しない、“ろ”、“かい”のみをもって運転する舟 

（２）推進機関を有する長さ 12 メ－トル未満の船舶であって次のいずれかに該当するもの。

ただし、危険物ばら積船及び特殊船は、検査対象船になります。 

（ａ）3人を超える旅客を運送しないものであること。 

（ｂ）長さ5メートル未満の船舶で3.7キロワット以下の船外機付のも 

（ｃ）長さ5メートル以上の船舶で7.4キロワット以下の船外機付のも 

（ｄ）長さ3メ－トル未満の船舶で推進機関の連続最大出力が1.5キロワット未満のもの 

（３）長さ１２メ－トル未満の帆船 

ただし、次の船舶は検査対象船になる。 

（ａ）国際航海に従事する船舶 

（ｂ）沿海区域を超えて航行する船舶 

（ｃ）推進機関を有する船舶 

（ｄ）危険物ばら積船 

（ｅ）特殊船 

（ｆ）旅客を運送する船舶 

（４）推進機関及び帆装を有しない船舶 

ただし、次の船舶は検査対象船になる。 

（ａ）国際航海に従事するもの 

（ｂ）沿海区域を超えて航行するもの 

（ｃ）平水区域を超えて航行するもののうち、推進機関を有する他の船舶に押されて航行

の用に供するもの（沿海区域を航行区域とする推進機関を有する船舶と結合して一

体となって航行する船舶で平水区域及び平水区域から最強速力で４時間以内に往復

できる区域のみを航行するものを除く。） 



（ｄ）危険物ばら積船 

（ｅ）推進機関を有する他の船舶に引かれ又は押されてばら積みの油の運送の用に供する

もの 

（ｆ）推進機関を有する他の船舶に引かれ又は押されて人の運送の用に供するもの 

（ただし、指定された条件に適合する長さ 12 メ－トル未満の船舶は検査対象外で

ある。） 

（ｇ）特殊船 

（ｈ）推進機関を有する他の船舶に押されるものであって、当該推進機関を有する船舶と

堅固に結して一体となる構造を有するもの。（一体型プッシャ－バ－ジ） 

（ｉ）係留船    （例）海上レストラン、海上ホテル等   

（５）災害発生時にのみ使用する救難用の船舶で国又は地方公共団体の所有するもの 

（６）係船中の船舶 

（７）告示で定める水域のみを航行する船舶 

（８）もっぱら本邦の海岸から12海里以内の海面又は内水面で従業する小型漁船 

（９）海上自衛隊及び陸上自衛隊の使用する船舶 

上記以外の船舶は管海官庁の検査対象船舶となる。 

【第 1 編 3.4.2 船舶検査対象除外船舶（21、22 頁）参照】 

 
前記の解説により問題の解答は、次のようになる。 

①  特殊船（例：潜水船、水陸両用船、浮体式洋上風力発電施設）は検査対象船である。 

② 海上自衛隊及び陸上自衛隊の使用する船舶は検査対象外の船舶である。 

③ 旅客船（旅客定員が12名を超える船舶）は全て検査対象船となる。 

④ 「海岸から12海里以内の海面で漁ろうにのみ従業する総トン数19トンの船舶」は海岸か

ら12海里以内の海面で従業する小型漁船であるから検査対象外の船舶となる。 

⑤ 「総トン数35トンの漁船」は小型漁船以外の漁船であるので、すべて検査対象船になる。 

⑥ 「“ろ”、“かい”をもって運転する舟」で旅客定員が2人の船舶は、旅客定員が6人を超え

ていないので検査対象外の船舶となる。 

⑦ 「危険物ばら積船」はどのような形態の船舶であっても検査対象船になる。 

⑧ 「平水区域を航行区域とする旅客定員 10 名の遊覧船」は旅客定員 10 名を運送するので、

船舶の形態にかかわらず検査対象船になる。 

⑨ 解説（４）(h)から、検査対象船舶となる。 

⑩ 海上保安庁巡視船は検査対象船である。 

  



問３．次の文章は、検査の方法に規定される「検査の特例（電気ぎ装工事関係）」について述べたもの

である。文中の        に、用語欄の中から適切な語句を選び記入せよ。 ·· (0.5点×8=4点) 

（解答） 

附属書 Hの規定に基づき 管 海 官 庁 の証明を受けた特定のサービス・ステーション等に

おいて整備された物件等に係る検査の特例 

-1. 特定の事業者が行う船舶電気 ぎ 装 工 事 に係る検査 

管海官庁から事業場毎に附属書H-4．の規定に基づき証明書の交付を受けた 

船舶電気 ぎ 装 事 業 者 が、附属書 H-4．別記 1-5．工事及び点検の方法に従って行った

当該証明に係る電気機器のぎ装工事（船内供給電圧 500 ボルト未満のものに限る。）につい

ては、当該事業者による試験及び検査の 成 績 書 の記載内容からその電気ぎ装工事が技術

基準に適合していると 船 舶 検 査 官 が認める範囲において、次に掲げる検査について 

立 立 会 い  を省略して差し支えない。なお、この取扱いは、当該整備が船舶検査前 

  30  日以内に行われた場合に適用する。 

 

用語欄： 

【立会い、A、D、H、G、船主、船舶検査官、船級、管海官庁、試験工事、検査工事、10、30、100、220、

500、1000、成績書、承諾図面立会者、ぎ装事業者、製造所、船長、実施、ぎ装工事、社内検査】 

 

【3 船舶安全法及び関係政省令 3.12船舶検査の方法 S編 検査の特例（80頁）参照】 

 

問４．次の(1)～(9)示す電気機器等について、第１回定期検査時（建造時）に船内で行う効力試験の

項目を  文中の      に、用語欄の中から適切な語句を選び記入せよ。(0.5点×18=9点) 

なお、用語の複数回使用は差し支えない。 

（解答） 

（１）非常電源用発電機 

 始 動 試験 

（２）常用発電機 

① 過速度防止装置そのほかの 安 全 装 置 の動作試験 

②   電 圧 変 動 率 試験及び 並 列 運 転 試験 

③  負 荷 試験 



（３）配電盤上の開閉器、しゃ断器及び継電器等 

①負荷開閉器、しゃ断器の 実 負 荷 通 電 試験、 手 動 開 閉 試験及び設定電流

の確認等を行う。 

② 発電機用しゃ断器（気中しゃ断器）及び 逆 電 流 （又は逆電力）の 引 外 し 試

験 

 

（４）通風機、燃料油装置のポンプ又は貨物用ポンプに使用する電動機の遠隔停止装置 

①  動 作 試験 

 

（５）電動機及びその他の電気機器 

①  動 作 試験 

（６）機関区域無人化船 

① 過負荷防止 装置及び警報装置の 動 作 試験 

② 待機発電機の  自 動 給 電  試験及び第1種補機の 自 動 再 始 動 試験 

（７）電気式航海灯 

① 常用電源と予備電源の 切 換 試験 

② 航海灯制御盤の 動 作 試験 

（８）電動操だ装置及び電動油圧操だ装置 

① 過負荷警報装置の 動 作 試験 

② 電動機の欠相に対する警報装置の動作試験 

（９）電気式自動スプリンクラ装置、火災探知装置及び火災警報装置並びに退船警報装置等 

①常用電源と予備電源の 切 換 試験 

用語欄： 

【停止、実負荷通電、連続、加速装置、電圧変動率、電流変動率、負荷、模擬負荷通電、手動開閉、

強制開閉、安全装置、逆電流、始動、短絡電流、投入、動作、確認、自動再始動、自動遮断、切換、

立会い、引外し、実施、自動給電、並列運転、社内】 

 

【第 1編 3 船舶安全法及び関係政省令 3.12 船舶検査の方法（国土交通省 海事局 海検） 

                 B編 第 1章 第 1回定期検査等 1.6.6 効力試験（67頁）参照】 

 

 

 
 



＜2023（令和 5）年度 検定試験 講評＞ 

【主任船舶電装士】 

合格点をとれなかった受講者の多くは、計算問題を正答できなかった方です。計算問題に正答でき

れば合格し易くなります。計算問題の公式を記憶するのは大変ですが、通信添削問題の類似問題の

出題ですので、ホームページに掲載されている過去問題の標準解答で学習すると正答できるように

なります。 
長文説明問題は極力避けて用語欄からの選択問題を出しましたが、用語欄と違う用語の記入や無

記入が多く見受けられました。通信添削問題では正答できたとしても、しっかりと学習しておかな

いと検定試験では合格点がとれません。したがって、通信添削は完全に習得した上で、試験に臨むこ

とが重要です。 
 

〔電気装備技術基準〕 
用語欄から選択する穴埋め問題と用語の説明を中心に出題しました。正答率は、全体で 65%、合

格者で 84%、不合格者では 48%と大きな差がありました。不正答には用語欄にない回答記入や無記

入が多く見受けられました。過去から継続して出題している問題でも同様の傾向でした。今後の受

験者は添削問題と標準解答を学習して受験に臨んで下さい。電装工事の基礎知識が多く含まれてい

るので、本年度の受験者も再度復習して正しい知識を身につけていただきたい。 
〔電気計算〕 

計算式に穴埋め方式を採用し、公式全体ではなく一部分を記載する形式を採用しました。正答率

は全体で 65%、合格者で 85%、不合格者では 17%と非常に大きな差がありました。不正答は無記入

が大半でした。過去から継続して出題している問題でも同様の傾向でした。今後の受験者は添削問

題と標準解答を学習して受験に臨んで下さい。実際に設計や電装作業をする上で必要な基礎の計算

ばかりですので、本年度受験者も再度復習して正しい計算式を覚えていただきたい。 

〔電気艤装設計〕 
用語欄から選択する穴埋め問題と短絡電流計算とケーブルサイズの選択する問題を中心に出題し

ました。計算は穴埋め方式を採用し、公式全体ではなく一部分を記載する形式を採用しました。正答

率は全体で 57%、合格者で 83%、不合格者では 34%と大きな差がありました。不正答には用語欄に

ない回答記入や無記入の方が多く見受けられました。過去から継続して出題している問題でも同様

の傾向でした。今後の受験者は添削問題と標準解答を学習して受験に臨んで下さい。電装工事の基

礎知識が多く含まれているので、本年度の受験者も再度復習して正しい知識を身につけていただき

たい。 
〔試験検査〕 

船舶安全法に関する正誤を選択する問題と用語欄から選択する穴埋め問題を中心に出題しました。

正答率は全体で 67%、合格者で 83%、不合格者では 53%と差がありました。不正答には、用語欄に

ない回答記入や無記入の方が多く見受けられました。特に試験問題の最後の方の問題だったので、

試験時間が不足して穴埋め問題に無記入の受験者がいたことは残念でした。試験に際しては、最初

に全体を見渡して時間配分を考えて確実に回答することをこころがけていただきたい。 
 


